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室戸市建設工事低入札価格調査事務処理要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、室戸市が発注する建設工事について、地方自治法施行令

（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の１０第１項に基づき実施する調査

（以下「低入札価格調査」という。）について必要な事項を定める。 

（適用基準） 

第２条 本要領を適用する建設工事は、総合評価方式入札による競争入札に付

する建設工事とし、その入札において低入札価格調査を適用する基準となる

価格（以下「調査基準価格」という。）を下回る額の入札をした者（以下「低

入札者」という。）を低入札価格調査の対象として扱う。 

（調査基準価格及び失格基準） 

第３条 調査基準価格は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号の

設計金額に係る算定式によるものとする。ただし、その額が予定価格に１０

分の９．２を乗じて得た額を超える場合は１０分の９．２を乗じて得た額と

し、予定価格に１０分の７．５を乗じて得た額に満たない場合は１０分の７．

５を乗じて得た額とする（当該合計額に万円未満の端数があるときはその端

数を切り捨てた額とすることを原則とし、予定価格の１０分の７．５に満た

ない場合は切り上げる。）。なお、調査基準価格は予定価格調書に明記し、

調査基準価格の公表その他の取扱いは最低制限価格に準ずるものとする。 

⑴ ⑵以外の工事の場合  

調査基準価格＝直接工事費×０.９７＋共通仮設費×０.９＋現場管理費

×０.９＋一般管理費等×０.６８ 

⑵ 建築工事（国土交通大臣が定める公共建築工事積算基準により積算した工

事をいう。）の場合  

調査基準価格＝直接工事費×０.９×０.９７＋共通仮設費×０.９＋ 

（直接工事費×０.１＋現場管理費）×０.９＋一般管理費等×０.６８  

２ 入札時にすべての低入札者から徴取した工事費内訳書の直接工事費、共通

仮設費、現場管理費又は一般管理費等のいずれかが次の各号に掲げる基準（以

下「失格基準」という。）に該当した場合、当該低入札者は失格とする。な

お、失格基準相当額を算定する場合においては、端数処理は行わず、円単位

で単純に比較するものとする。また、失格基準相当額は、入札後公表する設

計金額内訳書から算定できることから、入札時の公表は行わないものとする。 

⑴ 工事費内訳書の直接工事費が当該入札案件の設計書における直接工事費

の８５％未満であること。 

⑵ 工事費内訳書の共通仮設費が当該入札案件の設計書における共通仮設費

の８０％未満であること。 

⑶ 工事費内訳書の現場管理費が当該入札案件の設計書における現場管理費

の９０％未満であること。 
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⑷ 工事費内訳書の一般管理費等が当該入札案件の設計書における一般管理

費等の５５％未満であること。 

 （低入札価格調査における入札） 

第４条 入札参加申請時に低入札価格調査を辞退していない低入札者がある入

札においては、入札結果を保留とし、入札時にあらかじめ提出されている工

事費内訳書により、失格調査、失格基準に該当しない低入札者に対する調査

（以下「低入札調査」という。）を行う。第５条第２項において契約締結が

可とされた者のうち、評価値が最も高い者を落札者として決定する。 

２ 入札公告及び指名通知時においては、次の事項を公告文又は指名通知文に

明示しなければならない。 

⑴ 低入札価格調査を適用した入札であり、調査基準価格及び失格基準を設け

ていること。 

⑵ 入札に参加しようとする者は、入札参加申請時に、総合評価方式競争入 

札参加申請書において、開札の結果自らが低入札者となった場合は低入札

価格調査を受けることをあらかじめ辞退できること。入札参加申請時に低

入札価格調査を辞退している入札参加者が、開札の結果低入札者となった

場合は、その時点で失格となること。  

⑶ 入札参加者は入札箱に入札書を投かんする際に、持参した工事費内訳書 

の提出が必要であること。工事費内訳書の提出のない者は失格とすること

並びに工事費内訳書に直接工事費、共通仮設費、現場管理費及び一般管理

費の記載のない低入札者及び落札候補者は工事費内訳書の提出がなかっ

たものとみなすこと。  

⑷ 工事費内訳書記載の各々の経費が失格基準に該当する低入札者は、失格 

とすること。 

⑸ 入札参加申請時に低入札価格調査を辞退していない低入札者は、低入札 

調査に協力するものとし、低入札調査に関係する資料（以下「低入札調査

資料」という。）を提出すること。ただし、当該低入札者が低入札調査を

辞退することは妨げないこと。  

⑹ 落札者は、失格調査及び低入札調査の結果に基づき決定されるもので、 

評価値が最も高い者が直ちに落札者となるものではないこと。 

３ 入札執行者は、入札執行の前に次の事項を説明する。 

⑴ 低入札価格調査を適用した入札であり、調査基準価格及び失格基準 を設

けていること並びに低入札者があった場合には低入札調査を行うこと。 

⑵ 入札参加申請時に低入札価格調査を辞退していない低入札者があった場

合には、入札結果を保留すること。 

⑶ 入札参加者は、入札箱に入札書を投かんする際に、持参した工事費内訳 

書を提出すること。工事費内訳書の提出のない者は、失格となること。  

⑷ 入札参加申請時に低入札価格調査を辞退していない低入札者は、低入札 

調査に協力すること及び低入札調査資料を提出期限までに提出すること。
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ただし、当該低入札者が低入札調査を辞退することは妨げないこと。  

⑸ 低入札価格調査の結果、失格基準に該当する者又は契約を締結すること 

が適当でないと判断された者は、失格となること。 

⑹ 低入札調査の結果は、入札参加者全員に通知すること。 

４ 入札終了時においては、次の事項に留意する。  

⑴ 低入札者がないときで、予定価格の制限の範囲内で入札した者があるとき

は、入札参加者に次の事項を告げて、その者のうち、評価値の最も高い者

を落札者として決定する。 

ア 落札者の入札金額及びその者の商号又は名称 

イ 予定価格及び調査基準価格 

⑵ 入札参加申請時に低入札価格調査を辞退していない低入札者があったと

き入札参加者に次の事項を告げて入札を終了する。 

ア 入札参加申請時に低入札価格調査を辞退していない低入札者があっ

たため、入札結果を保留すること。 

イ 今後、低入札調査を行い、契約内容に適合した履行がなされるか否か

調査したうえで落札決定を行い、入札参加者全員に結果を通知すること。 

ウ 予定価格、調査基準価格及びすべての低入札者の入札書記載金額並び

にその者の商号又は名称 

エ 工事費内訳書記載の各経費が失格基準を下回る場合には、失格となる

こと。   

⑶ 調査基準価格を上回る入札を行った者で評価値が最高かつ同点である者

が２者以上あるときは、すべての低入札者が低入札価格調査で失格となっ

た場合を想定して、落札者とすべき者をあらかじめくじで決定する。 

５ 入札終了時の入札結果公表等については、次の事項に留意する。 

⑴ 入札参加申請時に低入札価格調査を辞退していない低入札者があった場

合の当該入札結果公表は、入札結果を保留したまま、直ちに入札記録は公

表する。この場合の入札記録には、落札者の表示はせず、すべての低入札

者の金額記載欄の右端に「低入札」と記載する。  

⑵ 入札参加申請時に低入札価格調査を辞退している入札参加者が、開札の 

結果、低入札者となった場合は、その時点で指名停止を伴わない失格とす

る。 

６ 落札者決定時の入札結果公表については、次の事項に留意する。 

⑴ 低入札価格調査の結果、落札者が決定された場合は、前項の入札記録の 

当該落札者欄の「低入札」と記載した横に「※〇／〇落札決定」と記載す

る（「※〇／〇」には、低入札価格調査による決定日を記入すること。）。  

⑵ 低入札価格調査の結果、失格とされた場合は、前項の入札記録における 

当該失格者欄の「低入札」と記載した横に「※〇／〇失格決定」と記載す

る（「※〇／〇」には、低入札価格調査による決定日を記入すること。）。  

⑶ 落札者決定時の入札記録は、これを入札終了時公表の入札記録と差し替 
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えて公表する。 

 （低入札価格調査） 

第５条 入札担当課は、入札時に低入札者（総合評価方式競争入札参加申請時

に低入札価格調査を辞退している者は除く。以下同じ。）から提出された工

事費内訳書に基づき、開札のあった日から３日（開札日の翌日を第１日とし

て３日目に当たる日。閉庁日を含む。）以内に失格調査を行い、また、失格

調査において、次のいずれかに該当する者は、審査に付すことなく、指名停

止を伴わない失格とし、当該失格者には、別記様式第１号により通知する。  

⑴ 失格基準に該当する者  

⑵ 工事費内訳書の直接工事費、共通仮設費、現場管理費及び一般管理費の 

総合計額が入札書記載金額と一致しない者  

⑶ 工事費内訳書の直接工事費、共通仮設費、現場管理費又は一般管理費の 

いずれかの合計額に記載誤りがある者  

⑷ 工事費内訳書に直接工事費、共通仮設費、現場管理費又は一般管理費の 

いずれかの明示がない者 

２ 入札担当者は、調査基準価格を下回る入札が行われた場合は、次の各号に

より低入札調査を実施する。 

⑴ 低入札者には、誓約書（別記様式第２号）及び調査資料（別記様式第３号）

を３日以内（開札日の翌日を第１日として３日目に当たる日。閉庁日は含

まない。）に提出させることとし、別記様式第４号により通知する。この

場合において、様式は、室戸市ホームページ・財産管理課ページから低入

札者がダウンロードするものとする。   

⑵ 失格基準に該当しない低入札者は、前号の提出期限までに、辞退書（別記

様式第５号）により低入札調査の辞退を申し出ることができる。  

⑶ 失格基準に該当しない低入札者が次のいずれかに該当する場合は、その 

時点で調査を中止する。この場合においては、低入札調査資料は徴取せず、

アに該当するときは、当該低入札者は指名停止を伴わない失格とする。  

ア 前号の規定により辞退書（別記様式第５号）を提出し、低入札調査  

の辞退を申し出た場合  

イ 当該低入札者の評価値から、その他の低入札者でない者が最高点と 

なることが明らかなとき。  

⑷ 低入札調査の内容は次のとおりとし、事情聴取を行う（「室戸市建設工  

事低入札価格調査事務処理要領の取扱い」（以下「事務処理要領取扱通知」

という。）を参照のこと。）。  

ア 積算内容（入札時工事費内訳書とは別途徴取する。各経費の項目は、

標準積算基準に基づき区分するものであること。）  

イ 技術者就業状況  

ウ 工事箇所と事業所、倉庫等との関連  

エ 使用する資材の状況  
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オ 使用する機械の状況  

カ  労務者の状況  

キ  下請状況（施工時配置技術者確保の状況、法定福利費の確認等）  

ク  過去に施工した公共工事の状況  

ケ 経営状況（決算状況の確認等）  

コ  信用状態（建設業法（昭和２４年法律第１００号）違反の有無、賃金

不払の状況、下請代金の支払遅延状況等）  

カ  その他必要な事項  

⑸ 調査結果は低入札調査表（別記様式第６号）にとりまとめ、財産管理課  

長の確認を受ける。  

 （低入札価格調査における判断基準） 

第６条 調査の結果、次の各号のいずれかに該当するとされた場合は失格とし、

その者を室戸市建設工事指名停止措置要綱（以下「指名停止措置要綱」とい

う。）の定めるところにより指名停止とする。共同企業体による入札参加に

おいて、次の各号のいずれかに該当して失格となったときは、当該共同企業

体構成員全員を指名停止措置の対象とする。ただし、当該共同企業体構成員

のうち特定の構成員のみが第７号から第９号までのいずれかに該当する場合

は、指名停止措置はその該当する構成員にとどめ、他の構成員の指名停止は

行わない。  

⑴ 第５条第２項第２号の規定による辞退書（別記様式第５号）の提出がな 

い場合であって、理由なく期日までに低入札調査資料の提出がないとき

（誓約書、入札価格決定に際しての組織的意思決定を示す挙証資料、積算

内訳書、資材納入業者若しくは下請予定業者の見積書等低入札調査資料に

添付すべき資料の添付がない場合又は添付すべき資料が不足する場合を

含む。）又は事情徴取に応じないとき。 

⑵ 低入札調査資料として提出された積算内訳書（以下「積算内訳書」とい 

う。）において、資材納入業者又は下請予定業者の見積書等に記載の見積

金額未満の額で経費の積算が行われているとき。  

⑶ 積算内訳書において、設計図書と異なる仕様で経費が計上されていると 

き。  

⑷ 積算内訳書において、資材納入業者又は下請予定業者の見積書等に記載 

の仕様とは異なる仕様で経費の積算が行われているとき。  

⑸ 積算内訳書において、直接工事費、共通仮設費、現場管理費若しくは一  

般管理費の合計若しくはすべての経費の合計が誤っているとき又は入札

時提出の工事費内訳書の記載内容と一致しないとき。  

⑹ 積算内訳書において、直接工事費、共通仮設費、現場管理費又は一般管  

理費の積算が項目別に行われていないとき。  

⑺ 低入札調査中に指名停止措置要綱において指名停止の対象となる事案に

該当し、契約を締結することが適当でないと判断されるとき。  
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⑻ 低入札者が、当該入札に当たって提出した配置予定技術者届出書等に記 

載した技術者を別の建設工事の競争入札の配置予定技術者として届け出

て、その工事を落札したとき。  

⑼ その他、適正な契約の履行が行われないおそれがあると認められるとき

（低入札調査中に入札参加資格を喪失した場合又は市の契約の相手方と

することが著しく不適当であると判断された場合を含む。）。 

２ 調査の結果、次の各号のいずれかに該当するとされたときは失格とするが、

指名停止措置は行わない。  

⑴ 入札時に提出することとされている工事費内訳書の提出がないとき（工 

事費内訳書に直接工事費、共通仮設費、現場管理費及び一般管理費の記載

のない者は、工事費内訳書の提出がなかったものとみなす。）。  

⑵ 積算内訳書の直接工事費、共通仮設費、現場管理費又は一般管理費の項 

目及び内容が土木工事標準積算基準又は公共建築工事共通費積算基準の

項目及び内容と異なり、補正の結果、直接工事費、共通仮設費、現場管理

費又は一般管理費のいずれかの額が失格基準に該当するとき。 

⑶ 低入札調査中に指名回避措置基準要領による措置を受けたとき。  

⑷ 調査基準価格以上、かつ、予定価格の制限の範囲内で入札した者から、  

当該入札に当たって提出した配置予定技術者届出書等に記載した技術者

を、別の建設工事の競争入札の配置予定技術者として届け出て、その工事

を落札したことの届出書（別記様式第１０号）が提出されたとき。 

 （調査結果の報告） 

第７条 低入札価格調査を行った入札担当者は、調査の結果を低入札調査表（別

記様式第６号）にとりまとめ、関係資料を添えて財産管理課長に報告しなけ

ればならない。 

 （調査結果の審査） 

第８条 財産管理課長は、入札担当者から低入札価格調査結果の報告を受けた

ときは、室戸市建設工事指名業者等審査委員会委員長が指名する職員（当該

建設工事等に関与しない職員）と審査を行い、審査結果を市長に報告する。 

 （落札者の決定等） 

第９条 前条の結果、市長が低入札者の内、最も評価値の高い者の入札価格に

より当該契約の内容に適合した履行がされると認めたときは、入札担当者は、

低入札者のうち、最も評価値の高い者が落札者となった旨の通知（別記様式

第７号）をするとともに他の入札者に対して、低入札者の内、最も評価値の

高い者が落札者となった旨を通知（別記様式第８号）するものとする。 

２ 前条の審査の結果、市長が低入札者のうち、最も評価値の高い者の入札に

よっては、契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認めたとき

は、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札したほかの者のうち評価値

の最も高い者（以下「次順位者」という。）を落札者と決定する。ただし、

次順位者が調査基準価格を下回る入札者であった場合は、第５条以降と同様
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の手続きによる調査を行う。 

３ 前項の規定により、次順位者を落札者と決定したときは、入札担当者は最

低価格入札者には、審査の結果失格となった旨の通知（別記様式第９号）を、

次順位者には落札者となった旨の通知（別記様式第７号）をする。 

 （監督等） 

第１０条 低入札者が落札者となった場合には、次の措置を講ずる。 

⑴ 施工体制台帳及び施工計画書を提出させ、必要に応じその内容について 

事情聴取を行う。 

⑵ 施工にあたっては、監督、検査業務を強化する。 

 （その他） 

第１１条 低入札価格調査の取扱い事務の流れを図式化すれば、別記のとおり

である。 

 

附 則 

この要領は、公布の日から施行し、平成３０年５月１日以降公告が行われる

総合評価方式入札による競争入札から適用する。 

附 則 

この要領は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和４年４月１日から施行する。 

 


